
炭素中立・循環経済・自然再興の実現に向けた責任投資の推進に関する宣言 

令 和 ５ 年 1 0 月 ３ 日 

ESG金融ハイレベル・パネル 

 

国連環境計画・金融イニシアティブおよび国連グローバル・コンパクトと連携した投資家

イニシアティブである PRI（Principles for Responsible Investment）の取組は、ESG 要素

を投資決定やアクティブ・オーナーシップに組み込むことを推進するものであり、ESG資金

の活用やその質の担保に資するものである。 

今般、PRI in Personが東京で開催されるにあたり、ハイレベル・パネル1は、PRIの取組

への深い賛同表明と共に、我が国の ESG金融を官民を挙げて一層推進するべく、以下のとお

り宣言する。 

 

１．ESG金融の更なる推進 

当パネルは、PRI の 2021 年の報告書2におけるサステナビリティ・インパクトを生むこと

を意図する投資（IFSI）のアプローチに賛同する。我が国の金融機関は、投融資において環

境改善効果やポジティブなインパクトをもたらすための明確な意図を持ち、それを自らの戦

略として具体化して取り組むことで、市場を牽引し、質・量の両面から強力に ESG金融を推

進する。 

２．企業へのエンゲージメントの強化 

我が国の金融機関は、GX 実現に必要となる巨額の投融資について、官民連携してあらゆ

るファイナンスを総動員するとともに、炭素中立・循環経済・自然再興の実現に向けた企業

の取組を支援するべく、企業の規模や移行戦略・地域特性に応じたきめ細やかな対話（エン

ゲージメント）を強化する。  

３．長期投資家を中心とする ESG投資の推進 

炭素中立・循環経済・自然再興の実現に向けて、ESG資金の一層の動員が必要となってい

るところ、特に我が国においては、年金・生保等のアセットオーナーを中心とする投資家が、

受益者や顧客の最善の利益のために、ESG投資を一層拡大していく。 

 

 
1「ESG 金融ハイレベル・パネル」は、2018 年７月に取り纏められた ESG 金融懇談会提言に基づき、

金融・投資分野の各業界トップと国が連携し、ESG 金融に関する意識と取組を高めていくための議論を

行い、行動する場として、2019 年に設置された会議。今年度の委員は別紙参照。 
2 PRI, Generation Foundation, UNEP FI(2021), A Legal Framework for Impact. 
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